
地域包括ケアシステム構築に向けた取り組みについて

富山県厚生部高齢福祉課
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データ出典：富山県高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業支援計画

2020年：高齢者人口ピーク

現在、約３人に１人が65歳以上
全国より早いペースで高齢者が増加

単位（万人）

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2040年

112.1 111.2 109.3 106.6 103.5 99.6 86.3

23.3 25.9 28.5 32.3 33.9 33.7 33.5

75歳以上 10.2 12.7 14.7 15.9 17.8 20.8 19.5

65～74歳 13.1 13.2 13.8 16.4 16.1 12.9 14

88.8 85.3 80.8 74.3 69.6 65.9 52.8

区分

富山県の総人口

64歳以下

65歳以上

富山県おける人口減少及び少子高齢化の進行
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男 女 単独世帯割合

単独世帯

参考：夫婦のみ世帯

平成31年推計値
（日本の世帯数の将来推計）

実績値
（国勢調査）

【資料】実績値：総務省統計局「国勢調査報告」による
推計値：国立社会保障・人口問題研究所 H３１.4公表「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」より抜粋

高齢者世帯（世帯主65歳以上世帯）
に占める単独世帯の割合

単独世帯数が夫婦のみ世帯を逆転

19,931
25,255

31,441

39,871

46,175

49,584
52,074

54,149

57,991

2020年→2040年

単身高齢者数

＋11,816（＋25.6%）

うち単身女性

＋ 4,093(+13.2%）

うち単身男性

＋7,724(+51.0%)

参考：2040年

都道府県別

高齢者世帯に

占める単独世帯

高い都道府県

1 東京 45.8%

2 大阪 45.4%

3 高知 44.8%

低い都道府県

1 山形 31.6%

2 富山 33.0%

3 福井
佐賀

33.8%

富山県における高齢者単独世帯の状況



○ 認知症の有病者数（全国推計値） ※2015(H27)年厚生労働省発表

2012(H24)年

462万人

○ 認知症の有病者数（富山県の推計値）

2014(H26)年 約5.0万人
（65歳以上人口（H26.10.1現在）317千人×有病率15.7％＝50千人）

2015(H27)年

525万人

2025年

730万人
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※平成26年度富山県認知症高齢者実態調査

全国及び富山県における認知症の有病者数（推計値）
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生活支援・介護予防

住まい
訪問介護・訪問看護など

在宅医療の提供

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO・ケアネット等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所

医 療 介 護

自宅、サ高住

連携

市町村

■在宅医療と介護の連携
●在宅医療と介護に関する相談窓口の設置

●住民への普及啓発
●医療・介護関係者の研修
●医療・介護関係者の患者・利用者情報
共有 など

■認知症
●認知症初期集中

支援チームの設置
●地域支援推進員の配置
●認知症カフェの設置
●認知症サポーターの養成

県（人材育成・後方支援）

■普及啓発 地域包括ケアシステム推進会議、実践団体の募集・登録、顕彰

■生活支援・介護予防
・市町村職員等向けセミナー
（介護予防、在宅医療・介護連携、認知症など）
・生活支援コーデイネーター研修
・介護予防・日常生活支援総合事業への支援

■在宅医療と介護の連携
・在宅医療支援センターへの支援
・在宅医療に取り組む医師の確保
・訪問看護職員の確保
・福祉、介護職員の確保

■認知症
・認知症施策の啓発活動等の実施
・認知症初期集中支援チーム員の養成
・地域支援推進員の養成
・認知症サポーター講師の養成

■生活支援・介護予防（民間とも協働し、体制整備）
●多様な主体（ボランティア、NPOなど）による重層的な介護
予防・生活支援サービスの提供体制を構築
○自治会圏域・・・見守り、交流サロン、体操など
○小学校圏域・・・買物支援、家事援助など
○市町村圏域・・・外出支援（送迎）、食材配達など

●生活支援コーデイネーターの配置など

地域包括ケアシステムの構築に向けて

病気になったら･･･

病院
かかりつけ医

介護が必要になったら･･･

ヘルパー, 訪問看護
デイサービス, 特養等

いつまでも元気に暮らすために･･･※地域包括ケアシステムは、

概ね中学校区単位を想定

（富山県：約80）

地域包括ケアシステムとは、高齢者が医療や介護が必要な状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営む
ことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援が包括的に確保される体制をいいます



介護予防・生活支援の充実に向けた主な取組み

１ 介護予防・日常生活支援総合事業
(1) 多様なサービスの実施
〇従前相当サービスの実施
（R元：232箇所 → R4：243箇所）

〇基準を緩和したサービスの実施
(R元72箇所→R4：71箇所)

〇住民主体のサービス
(R2：４市町(17団体）→ R4:６市町(26団体）)

(2) 住民主体の通いの場（サロン）の充実
〇週１回以上開催している県内箇所数

H27：812箇所→H29：986箇所→1,191箇所

２ 自立支援・重度化防止の地域ケア個
別会議
〇R4年度計画：195回（15市町村実施）

３ 生活支援コーディネーターの配置
〇第１層（市町村）：（12市町村(31人）)
〇第２層（日常生活圏域）：（13市町村(357人））

生活支援・介護予防の取組みの充実に向け、ボラン
ティア等の生活支援の担い手の養成、発掘等の地域資
源の開発やネットワーク化などに関係者とともに取組む

(1) 地域包括ケアシステム総合的伴走支援展開事業
（高齢福祉課）

地域包括ケアシステムの深化・構築に向けて移動支援サービ
スなどの充実に向けた市町村伴走支援

(2)  ふれあいｺﾐｭﾆﾃｨ･ｹｱﾈｯﾄ21事業 (厚生企画課)

地域住民が主体となり要支援者を支援するケアネット活動を支援

(3) 中山間地域等買い物サービス総合推進事業（地域産業支援課）

中山間地域等における買い物サービスのモデル実証

(4) フレイル予防に向けた食生活改善普及啓発事業（健康対策室）

高齢者のフレイル予防のため、食習慣の支援や県民に身近
な食材を通じた栄養摂取の必要性を啓発

(5) 地域リハビリテーション支援体制整備事業
(健康対策室・高齢福祉課)

高齢者等の自立支援、介護予防を含めた地域リハビリテー
ション活動の推進

(6) 「eスポーツ×高齢者」普及促進事業 (高齢福祉課)

eスポーツ体験による介護予防や多世代交流の推進

(7) 富山県民だまされんちゃ官民合同会議啓発事業( 警察本部)

特殊詐欺被害等の防止活動等

(8)  地域包括ケア推進支援事業 (高齢福祉課）

厚生センターにより､市町村の特性に応じた取組みを支援
（高齢者の介護予防・食支援に関する研修等の開催）

(9) 地域支援事業交付金 (高齢福祉課）

市町村の介護予防・日常生活支援総合事業等支援

県の取組み市町村の取組み
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在宅医療と介護の連携・充実の主な取組み

１在宅医療介護連携推進事業 (15市町村実施）

(1) 地域の医療・介護の資源の把握
(2) 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の
構築を推進

(3) 在宅医療・介護連携に関する相談窓口開設
(4) 地域住民への在宅医療等の普及啓発
(5) 医療・介護関係者の情報共有の支援
(6) 医療・介護関係者の研修の開催 等

２ ４つの医療提供体制における取組み
(1) 入退院支援の取組み

・入退院調整ルールの運用
(2) 日常の療養支援

・認知症初期集中支援チームとの連携
・在宅薬剤指導等に関する研修の開催

(3) 看取り支援
・人生の最終段階における意思決定支援

(エンディングノートの作成・普及等）

３ ICTを活用した医療介護連携の実施
(13市町村実施）

・医療・介護連携促進基盤事業の活用
R２度：射水市 R3度：高岡市

４ 在宅医療・介護連携の推進に関する協議
会の設置（13市町村設置）

(1) 富山県在宅医療支援センター運営事業 （高齢福祉課）

在宅医療に取り組む医師の確保・育成、普及啓発を実施

(2) 富山県訪問看護総合支援センター運営事業（高齢福祉課）

同センターを新設し、訪問看護提供体制の安定化・機能
強化を支援

(3) 地域リハビリテーション支援体制整備事業(健康対策室・高齢福祉課)

医療介護連携研修の開催、入退院調整実施率調査等
・退院調整実施率： H26度：76.7％ → R3度：89.5％

(4) 口腔ケア普及啓発事業 (健康対策室)

ケアマネジャー等と歯科関係者の連携促進の研修

(5) 在宅医療推進訪問薬局支援事業 （くすり政策課）

薬局・薬剤師を対象に、在宅医療に関する知識や技術の
習得を目的とした在宅医療研修会や症例検討会等の開催
を支援

(6) 在宅医療・本人の意思決定支援事業 （高齢福祉課）
郡市医師会が医療圏毎に実施する人生の最終段階にお

ける医療・ケアに関する研修会や市民向け講座の開催など
の取組みを支援

(7) 医療・介護連携促進基盤整備事業 （高齢福祉課）

医療・介護関係者がリアルタイムに情報共有できるICTシス
テム整備を支援

(8)  地域密着型介護基盤整備事業 (高齢福祉課)

小規模多機能型居宅介護事業所、認知症高齢者グルー
プホーム等の地域密着型サービス基盤の整備等を支援

県の取組み市町村の取組み



認知症施策の推進にかかる主な取組み

１ 認知症サポーター養成講座の開催
・認知症サポーター数

H27度：80,741人 → Ｒ3度末：142,392人

２ 認知症初期集中支援チームによる支援
・15市町村 Ｒ３度末：16チーム

３ 認知症地域支援推進員の配置
・15市町村 推進員数 Ｒ３度末：90人

４ 認知症カフェの設置
・15市町村 箇所数 Ｒ３度：８３箇所

５ 認知症の方の見守り体制構築・運用
・ＳＯＳネットワークの構築
・模擬訓練の実施
・見守りＱＲコード等の導入

６ 認知症ケアパスの作成・運用

(1) 認知症地域支え合い推進事業 （高齢福祉課）

認知症キャラバンメイト養成研修、企業等の認知症サポ
ーター養成講座のほか、市町村との連携による広域見守
り体制の整備、人材育成等の実施

(2) 認知症介護研修事業 （高齢福祉課）

介護保険施設等に従事している者等への認知症技術
の向上に資する研修の実施

(3) 歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修
（高齢福祉課）

認知症の人と接する機会の多い医師、歯科医師、看護
師、介護職等の対応力向上を支援

(4) VRを活用した認知症対応力向上研修事業（高齢福祉課）

認知症サポーター等を対象としたVRを活用した体験会
の実施

(5) 認知症にやさしい地域づくり推進事業（高齢福祉課）

企業や市町村とタイアップし認知症を普及啓発するイベ
ントを開催

(6) 認知症疾患医療センター事業 （高齢福祉課）

認知症疾患医療ｾﾝﾀｰの運営支援及び連携協議会の
設置

(7) 若年性認知症相談・支援センター事業 （高齢福祉課）
就労・福祉サービスの相談対応、本人・家族交流会、研
修開催等

県の取組み市町村の取組み
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